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2025度定置用蓄電システム普及拡大検討会開催の背景

➢ 2024年度に本検討会を全５回実施し、系統用蓄電池の導入補助金の要件について議論するとともに、家庭
用、業務・産業用、系統用蓄電システムやLDESを含む定置用蓄電システムの導入拡大に向けた課題を整理
したところ。

➢ 令和７年２月に閣議決定された「第７次エネルギー基本計画」（エネ基）において、「再生可能エネルギー
を主力電源として最大限導入」を掲げるとともに、「蓄電池の活用など、調整力の確保を進めていく」とし
た通り、引き続き定置用蓄電システムの普及拡大が求められる。

➢ 他方、普及拡大に向けては、安全性や持続可能性の確保、系統用蓄電池の早期の系統接続、事業収益性の確
保といった課題が顕在化している。

➢ また、エネ基に併せて「2040年度におけるエネルギー需給の見通し」が示されており、その見通しの実現
に向けては、蓄電池の導入量の見通し及びその変動要因となる主要なファクターを分析、特定し、その影響
度も評価することも重要な課題。

➢ さらに、ジョージア工科大学の研究グループが蓄電池システム（BESS）における中国製部品のリスクを指
摘したホワイトペーパーを公表するなど、サプライチェーンを通じたサイバー攻撃の脅威等も指摘されてき
ていることを踏まえ、系統用蓄電システムにおけるサイバーセキュリティ対策も重要になっている。

➢ 第７次エネルギー基本計画に挙げた蓄電池に関する３つの課題に対し、具体的な取組を深化していくことが
肝要。
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次世代電力ネットワークにおける定置用蓄電システムの重要性及び活用のあり方

• 再生可能エネルギーの主力電源化を進める中で、電力の安定供給と脱炭素化の両立を図っていくために
は、再エネで発電した電気を貯蔵できる定置用蓄電システムの導入を進めることが重要。

• 様々な設置形態の蓄電システムが、多様な価値（再エネの出力整形、系統の調整力、電力需要整形、非
常時のバックアップ等）を提供することが期待される。
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定置用蓄電システムの現状の課題
• 2024年度検討会では、家庭用、業務・産業用、系統用・再エネ併設蓄電システムやLDESの課題を整理した。

2024年度 定置用蓄電システム普及拡大検討会
とりまとめ（2025年３月７日）より抜粋

家庭用蓄電システムの現状の課題 業務・産業用蓄電システムの現状の課題

系統用・再エネ併設蓄電システムの現状の課題 LDESの現状の課題
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第７次エネルギー基本計画における蓄電池の位置づけ（１／２）

• 2025年2月18日に、第７次エネルギー基本計画が閣議決定。

• 蓄電池については、脱炭素電源の拡大に向け、その重要性及び普及拡大に向けた課題や対応
の方向性等を明記。

V．２０４０年に向けた政策の方向性
３．脱炭素電源の拡大と系統整備
（５）次世代電力ネットワークの構築
③ 系統・需給運用の高度化
（イ）蓄電池・ディマンドリスポンス（DR）の活用促進
電力システムの柔軟性を供出するにあたり、蓄電池は、再生可能エネルギー等で発電された電力を蓄電し、夕方の需要
ピーク時などに電力供給する調整電源として、ＤＲは需給バランスを確保するための需要側へのアプローチ手段として重
要である。２０２１年度から補助金による系統用蓄電池の導入支援を行い、２０２３年度に開始した長期脱炭素電源オー
クションにおいても応札対象とし導入促進を図っている。また、各電力市場で取引可能となる等、環境整備が整いつつあ
り、系統用蓄電池の接続検討受付件数は増加している。一方、価格競争に陥り安全性や持続可能性が損なわれる懸念や系
統接続の長期化、各電力市場での収益性評価が不十分である等の課題も顕在化している。このため、支援措置における事
業規律を確保するための要件等の検討や収益性の評価等を通じ、安全性や持続可能性が確保された蓄電池の導入を図るこ
と等が必要である。 

第７次エネルギー基本計画より抜粋
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第７次エネルギー基本計画における蓄電池の位置づけ（２／２）

• カーボンニュートラル実現に向けたイノベーションの項目においても、蓄電技術の向上や
LDESの導入、蓄電池産業において産業基盤整備等の取組を進めることを記載。

VI．カーボンニュートラル実現に向けたイノベーション
２．各論
（３）次世代電力ネットワーク（系統・調整力）
広域連系系統のマスタープランを踏まえ、２０５０年の再生可能エネルギーの導入等を見据えた地域間連系線の整備や地
内基幹系統等の増強・更新を着実に進めるとともに、再生可能エネルギーの導入が拡大する中での系統接続・利用のルー
ルについて、必要な検討を深めていく。また、脱炭素化された調整力の確保や電力システムの柔軟性の向上のため、ＤＲ
ｒｅａｄｙ機能を具備した製品の普及促進やスマートメーターを活用した機器制御等によるＤＲの更なる活用を図る。加
えて、蓄電池等の蓄電技術の向上に取り組むとともに、再生可能エネルギーの普及拡大が進むにつれて必要性が高まると
考えられる長期エネルギー貯蔵を特徴とする電力貯蔵システム（ＬＤＥＳ32）の導入も目指す。
（８）蓄電池産業 
蓄電池は、モビリティの電動化や再生可能エネルギーの導入拡大等、２０５０年カーボンニュートラルを実現するために
不可欠であり、我が国が世界の蓄電池のサプライチェーンにおける中核を占めるようになっていくことが重要である。経
済安全保障の観点から求められる、国内における蓄電池・部素材・製造装置の製造基盤の確立・強化に加えて、グローバ
ル市場において日本の蓄電池関連の生産及び技術がプレゼンスを発揮し、競争力を強化するための取組を進める。特定国
への依存脱却を含めたグローバルのサプライチェーン強靱化、次世代電池の技術開発等の市場獲得、人材の育成・確保に
向けた取組を推進する。また、蓄電池のリユース・リサイクルシステムの確立・本格運用も通して資源循環及びレアメタ
ル等の資源確保を目指す。
32 Long Duration Energy Storageの略

第７次エネルギー基本計画より抜粋
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2040年度におけるエネルギー需給及び再エネ比率の見通し

• 2040年度エネルギー需給の見通しは、諸外国における分析手法も参考としながら、様々な不確実性が
存在することを念頭に、複数のシナリオを用いた一定の幅として提示。

• 再エネ比率は、2040年度見通しにおいては４～５割としている。

「第７次エネルギー基本計画の概要」資料より抜粋
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第104回 制度検討作業部会
(2025年6月23日) 資料３より
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容量市場 長期脱炭素電源オークション約定結果（応札年度：2024年度）
（2025年4月28日）より
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第104回 制度検討作業部会
（2025年6月23日）資料３より
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定置用蓄電システムの課題と今後の取組の方向性
• 定置用蓄電システムの健全な普及拡大に向け、導入進展による環境変化を踏まえ、「安全性・持続可能
性の確保」、「早期の運転開始」、「事業収益性の確保」という課題に対する取組を進めていく。 

第69回会合 総合資源エネルギー調査会 基本政策分科会
（2025年６月２日）資料１より抜粋
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2025年度定置用蓄電システム普及拡大検討会の目的
• 第７次エネルギー基本計画で取り上げたものを含めた４つの課題に対する具体的な取組を進めるため、

本検討会では各課題についての議題を設定し具体的な検討を深めることとする。

• 第２回は10-12月頃、第３回は1-3月頃の開催を想定。

• 議論の結果については、今後の補助金事業や制度等の政策検討の参考とする。

安全性・
持続可能性の確保

早期の
運転開始

事業収益性の確保

課題

• 系統用蓄電池事業におけるサイバーセキュリティリスクの整理及び対策の検討
• 系統用蓄電システム等の安全性の確保や保守のあり方に関する基準等の検討

• 系統連系手続き（プロセス、費用、期間）に関わる情報公開の在り方及び事業者
が取るべき行動に関する検討

• 補助事業により導入された系統用蓄電システム事業者の運転・運用実績データを
基にした事業収益性の評価

• 業務・産業用蓄電システムに関するユースケースの整理及び収益性の評価

本検討会における議題

将来の導入量
の分析

• 「2040年度におけるエネルギー需給の見通し」の実現に向け、蓄電池の導入量
の見通し及びその変動要因となる主要なファクターを分析、特定し、その影響度
を評価
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